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平成２６年度１２月補正予算について

（１）県独自条例に基づく危険ドラッグ対策（１）県独自条例に基づく危険ドラッグ対策（１）県独自条例に基づく危険ドラッグ対策（１）県独自条例に基づく危険ドラッグ対策 ２３３万円２３３万円２３３万円２３３万円

① 知事指定薬物を審議する審査会の設置、若者を中心とする県民への啓発、関係機関との連携強化

（２）地域医療介護総合確保基金の創設等（２）地域医療介護総合確保基金の創設等（２）地域医療介護総合確保基金の創設等（２）地域医療介護総合確保基金の創設等 １６億２，０２４万円１６億２，０２４万円１６億２，０２４万円１６億２，０２４万円 【【【【債務負担行為：２億１，４００万円債務負担行為：２億１，４００万円債務負担行為：２億１，４００万円債務負担行為：２億１，４００万円】】】】

① 国の新制度に対応し、地域医療・介護体制を総合的に確保する基金を創設 8億3,735万円

② 同基金を活用した医療分野での各種事業の展開 3億9,423万円

ⅰ 病床の機能分化・連携

・地域で必要とされる病床への転換や地域医療ネットワーク構築等のための施設・設備の整備

ⅱ 在宅医療の充実

・在宅医療拠点施設の施設・設備の整備 ・在宅医療の普及推進や地域連携体制の構築

・在宅歯科医療連携室の設置 ・在宅医療に係る看護師、薬剤師の育成

ⅲ 医療従事者等の確保・養成

・医療従事者の勤務環境整備 ・看護師等養成所の整備 ・病院内保育所の整備

・宇摩圏域における医療人材の確保 【債務負担行為 2億1,400万円】

・二次医療圏域ごとの医師派遣体制の構築 ・二次救急医療の支援

・周産期医療担当医師の確保支援 ・医療クラークの養成支援 ・歯科衛生士の復職支援

③ 難病、小児慢性特定疾病に係る医療の新制度移行への対応 3億8,866万円

≪≪≪≪概要概要概要概要≫≫≫≫
○○○○ 緊急課題への対応緊急課題への対応緊急課題への対応緊急課題への対応 ：：：： 危険ドラッグ対策のための県独自の条例制定、危険ドラッグ対策のための県独自の条例制定、危険ドラッグ対策のための県独自の条例制定、危険ドラッグ対策のための県独自の条例制定、

国の新制度に対応した地域医療介護総合確保基金の創設国の新制度に対応した地域医療介護総合確保基金の創設国の新制度に対応した地域医療介護総合確保基金の創設国の新制度に対応した地域医療介護総合確保基金の創設 などなどなどなど
○○○○ 義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費 ：：：： 任期満了に伴う県議会議員選挙費、任期満了に伴う県議会議員選挙費、任期満了に伴う県議会議員選挙費、任期満了に伴う県議会議員選挙費、

人事委員会勧告に基づく給与改定人事委員会勧告に基づく給与改定人事委員会勧告に基づく給与改定人事委員会勧告に基づく給与改定 などなどなどなど

１１１１ 緊急課題への対応緊急課題への対応緊急課題への対応緊急課題への対応 ：：：： １６億２，２５７万円１６億２，２５７万円１６億２，２５７万円１６億２，２５７万円 【【【【 債務負担行為：２億１，４００万円債務負担行為：２億１，４００万円債務負担行為：２億１，４００万円債務負担行為：２億１，４００万円 】】】】



（１）県議会議員選挙費（１）県議会議員選挙費（１）県議会議員選挙費（１）県議会議員選挙費 ７億５，５３０万円７億５，５３０万円７億５，５３０万円７億５，５３０万円

○ 任期満了日： 27年4月29日 ○ 選挙期日： 27年4月12日

○ 定 数： 13選挙区 47人

（２）実施期間満了に（２）実施期間満了に（２）実施期間満了に（２）実施期間満了に伴う地域医療再生基金（第２次分）伴う地域医療再生基金（第２次分）伴う地域医療再生基金（第２次分）伴う地域医療再生基金（第２次分）の精算の精算の精算の精算 １億１，７３７万円１億１，７３７万円１億１，７３７万円１億１，７３７万円

（３）給与改定経費（３）給与改定経費（３）給与改定経費（３）給与改定経費 １７億２，４２３万円１７億２，４２３万円１７億２，４２３万円１７億２，４２３万円 【【【【 企業会計企業会計企業会計企業会計 ：：：： ２億５，１２７万円２億５，１２７万円２億５，１２７万円２億５，１２７万円 】】】】

① 一般職 １９億６，６４５万円

【 給与改定の概要（人事委員会勧告どおり） 】

ⅰ 給与改定率 ： 0.20％（給料の改定：0.20％）

ⅱ 勤勉手当の年間支給割合の引上げ ： 0.15月分増（期末勤勉：年間3.95月分 → 年間4.10月分）

ⅲ 初任給調整手当（医師、歯科医師、獣医師）の支給月額の改定

ⅳ 実施時期 26年4月1日

② 特別職 ９０５万円 （ 一般会計 889万円、企業会計 16万円 ）

○ 期末手当の年間支給割合の引上げ ： 一般職に準拠（期末：年間 2.95月分 → 年間 3.10月分）

○○○○ 一般会計補正予算額一般会計補正予算額一般会計補正予算額一般会計補正予算額 ４２億１，９４７万円４２億１，９４７万円４２億１，９４７万円４２億１，９４７万円 【【【【 累計累計累計累計 ６，２８６億９，５６９万円６，２８６億９，５６９万円６，２８６億９，５６９万円６，２８６億９，５６９万円 】】】】
○○○○ 企業会計補正予算額企業会計補正予算額企業会計補正予算額企業会計補正予算額 ２億５，１２７万円２億５，１２７万円２億５，１２７万円２億５，１２７万円 【【【【 累計累計累計累計 ７１９億３，０６０万円７１９億３，０６０万円７１９億３，０６０万円７１９億３，０６０万円 】】】】

予予予予 算算算算 規規規規 模模模模

一 般 会 計 １万９，１０６人 １７億１，５３３万円

一 般 職 員 ４，０７４人 ３億５，３７６万円

警 察 職 員 ２，８０９人 ２億５，２４７万円

学 校 職 員 １万２，２２３人 １１億 ９１０万円

企 業 会 計 ２，０５８人 ２億５，１１２万円

２２２２ 義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費 ：：：： ２５億９，６９０万円２５億９，６９０万円２５億９，６９０万円２５億９，６９０万円 【【【【 企業会計企業会計企業会計企業会計 ：：：： ２億５，１２７万円２億５，１２７万円２億５，１２７万円２億５，１２７万円 】】】】



平成２６年度１２月補正予算の内訳について

一般会計 歳入予算

一般会計 歳出予算

予　算　額

 国 庫 支 出 金 9億8,139万円

 地 方 交 付 税 21億  413万円

 繰　 　入　  金 10億8,817万円

 そ　 　の　  他 4,578万円

     　合　　計 42億1,947万円

　医療介護提供体制改革推進交付金　など

備　　　　　　　　　　　考 

　　

区　　　分

　地方特例交付金、　基金利子

　普通交付税

　地域医療介護総合確保基金繰入金、　地域医療再生基金繰入金
　財政基盤強化積立金繰入金

予　算　額

 公 共 事 業 費 1億5,701万円

 人     件     費 17億3,944万円

 扶     助     費 3億7,973万円

 積     立     金 8億3,735万円

 そ     の     他 11億  594万円

　     合　　計 42億1,947万円

　給与改定経費、　県議会議員選挙費　など

　難病対策費、　小児慢性特定疾病対策費

　県議会議員選挙費、　地域医療再生基金返還金　など

　地域医療介護総合確保基金積立金

　病床機能分化連携基盤整備事業費　など

区　　　分 備　　　　　　　　　　考
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